
長浜市農業活性化プラン 改定の概要（令和３年３月時点）

農業・農村をめぐる情勢は、農業従事者の減少や高齢化の進行、農産物価格の低迷などに伴い、市民の食
生活に欠かせない農産物の安定供給をはじめ、市土・自然環境の保全など農業・農村の有する多面的機能の
低下が懸念されるとともに、国内外の産地間競争の激化、食の安全・安心や食生活の変化への対応など様々
な課題が生じ、社会情勢の変化に対応した農業施策が必要となっています。
本計画は、地域農業の特色を最大限に活かした農業・農村の活性化を図っていくとともに、豊かで魅力あ

る農業・農村の振興に向けより一層取り組むため、平成２５年１２月に策定しました。

（１）国の食料・農業・農村基本計画に基づく見直し
①地域政策の視点を修正・追加

国基本計画において強調された農村振興等地域政策の視点を修正・追加しました。
②本市農業の将来像等の見直し

農業の持続的な発展を目指す取り組みの一環としてSDGs、スマート農業等について修正・追加しました。
（２）本市農業の課題及び対策等の現状に合わせた修正

①重点プロジェクトの進捗に伴う修正
小谷城スマートＩＣ周辺で農業を主体とする６次産業化の整備の進捗に伴い修正・追加しました。

②新型コロナウイルスへの経済対策
新型コロナウイルス感染症に伴う経済対策について追加しました。

③本市農業の現状に合わせた見直し
直近の農作物の作付状況等や、女性農業者・小規模農家及び有機農業等各施策の取組を踏まえ修正・追加しました。

④地域農業への女性の参画推進について追加
女性農業者の情報共有の場づくり・交流の推進等について追加しました。

⑤各種統計数値の時点修正
農林業センサス及び農林水産統計等を基にした各種統計数値を修正しました。
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「協働でつくる風土を活かした笑顔あふれる長浜農業」
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計画の目的

基本施策 施策内容

①担い手の育成 笑顔あふれる長浜農業モデル経営体の育成
笑顔あふれる長浜農業をめざすしくみづくりの場を提供
集落営農（転作から水稲協業化）の育成
人・農地プランの作成推進
青年農業者の湖北ニューファーマーズへの加入促進
女性農業者が能力を発揮できる環境整備への支援
新規就農者や定年帰農者、小規模農家の支援
農福連携等の推進・支援

②持続可能な農業経営
の確立

優良農地を確保する土地利用計画
耕作放棄地の解消対策
農業生産基盤の保全と整備促進
麦・大豆栽培への高性能機械の導入・共同利用推進
需要に応じた米づくりと経営所得安定対策等の取組推進
水稲新品種・大麦の取組と生産拡大
近江米品質向上対策の推進
担い手への農地の利用集積
加工用野菜をはじめとした園芸振興による産地形成
水田野菜および園芸作物の生産振興に必要な機械・施設の導入に対する支援
風土を活かした「長浜伝統野菜」の持続的発展
地域協働による多様な気候風土を活かした新たな作目導入支援
新型コロナウイルスへの経済対策

③安全・安心な農産物
の販路拡大

マッチングフェアの開催
米の食味向上
高く売れる販路開拓
農業生産工程管理（ＧＡＰ）の取組の推進
地域の直売所や量販店等と連携した市内産農産物のＰＲ及び販路拡大の推進
「魚のゆりかご水田米」の推奨
地産地消の推進支援
加工品の開発・商品化に向けた体制づくり

④環境の保全と共生 国・県の施策活用：多面的機能支払交付金（世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策）
中山間地域等直接支払制度

地域資源の活用と保全
環境こだわり農産物の生産拡大
有機農業や自然農法に取り組む農業者や地域への支援
再生可能エネルギーの活用
鳥獣被害解消への対策

⑤農による交流促進 食育活動の推進
消費者と生産者との交流・意見交換会
伝統野菜や郷土料理の継承
「長浜農的暮らし」を発信する交流事業推進
市民農園・滞在型市民農園整備促進支援
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認定農業者支援

法人化及び集落営農組織などの組織化

農業者などの話し合いの場を継続的に推進していく体制づくり

既存組織の活用による農業相談窓口の開設

小谷城スマートＩＣ周辺で農業を主体とする６次産業化拠点の整備

連携組織体制づくり

情報提供と相談

商品開発支援

農業者と他業種とのマッチング機会の提供

長浜らしさの創出

交流体制の構築

体験交流の推進

農地の利用集積

耕作放棄地の解消

水田フル活用の推進

農業生産基盤整備

１．農を支える人材育成（ひと）に向けた支援と体制づくり

２．持続的な農の経営（もの）に向けた支援と体制づくり

３．農コミュニティーの醸成（交流・連携）に向けた体制づくり

と農地有効活用

将来像・基本方針・重点プロジェクト

‐平成２６年度から令和５年度まで
本計画の計画期間は、前期（平成26年度～28年度）、中期（平成29年度～令和2年度）、後期（令和3

年度～5年度）ごとに進捗状況と課題などを整理し、農業振興が推進するように努めます。

計画期間

基本施策と施策内容
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